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１．未来応援ネットワーク事業とは
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募集要領 １．事業の目的（抜粋）

草の根で支援活動を行うNPO法人等に支援金の交付を行うことで、
運営基盤の強化・掘り起こしを行うとともに、新たな社会課題や支援
ニーズに対応するため、社会全体でこどもの貧困対策を進める環境
を整備すること

こどもの貧困対策のための事業

✓ 貧困の状況にあるこどもたちの抱える困難やニーズは様々である

✓ 貧困の連鎖を解消するためには、制度等の枠を越えて、一人ひとりの困難に寄り添ったき
め細かな支援を弾力的に行うことが必要

✓ こどもが主たる対象とした事業であれば、対象者が保護者等に広がった場合でも対象



２．未来応援ネットワーク事業の実績（直近3か年）
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開催年度 応募件数 支援団体数 支援金額

R4年度【第6回】 515件 133団体 約2億200万円

R5年度【第7回】 496件 146団体 約2億3,200万円

R6年度【第8回】 404件 122団体 約2憶2,710万円

事業審査委員会での審査の
もと決定しています。



３．令和7年度 未来応援ネットワーク事業の支援メニュー
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◆ 「事業Ａ」 と 「事業Ｂ（小規模支援枠）」 の２つの枠組みがあります。

（２つの違いについては、次ページ以降にてご説明いたします。）

◆ 「事業Ｂ（小規模支援枠）」は、小規模での活動 を行う団体の支援

ニーズを踏まえ、令和２年度（第４回未来応援ネットワーク事業）から

実施しています。

◆ なお、今回の募集分より、事業Ａ・事業Ｂの区分基準等の見直しを

行っております。（※詳細については、別途『こどもの未来応援基金 令

和7年度募集 未来応援ネットワーク事業 【改正のポイント】』をご確認

ください。）



事業Ａ 事業Ｂ （小規模支援枠）

対象
となる
団体

社会福祉の振興に寄与する事業を行う、営利を目的としない次の法人又は団体

ア ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）
イ 公益法人（公益社団法人又は公益財団法人）
ウ 一般法人（一般社団法人又は一般財団法人）
エ 社会福祉法人
オ 医療法人
カ 学校法人
キ その他ボランティア団体や町内会など、非営利かつ公益に資する活動を行う任意団体等
※理事（団体の代表者を含む）を2人以上置いていること（理事が1人の場合は、理事に事故があるとき

又は理事が欠けたときにその職務を代行する者を定めておくこと）

支援
金額

100万円超300万円以下 100万円以下

① 一団体につき、一事業の応募。
② 事業Ａ及び事業Ｂの同時応募は不可。
③ 事業Ａについては、令和6年度以前から実施する既存の事業（本基金の支援実績を問わない）については、拡充を含むものを対象。
④ 国又は地方公共団体及び民間の助成機関から補助・助成（以下、「他の助成等」という。）を受ける事業と同一事業かつ同一費目に

ついては、対象外。また、異なる費目のみを対象とした応募であっても、主たる費目について他の助成等を受ける場合や、応募事業に対す
る他の助成等の総額が支援金額を上回る場合は、対象外。

⑤ 介護給付、自立支援給付など国が定める制度・要綱に基づき実施し、補助・助成を受ける事業は、対象外。
⑥ 委託を受けて行う事業は、主催する事業に該当しないため、対象外。 5

４．「事業A」と「事業B」の相違点について
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５．対象となる事業について

◆応募する法人等が自ら主催する事業であり、次のアからキまでに該当する国内に在住するこども
の貧困対策のための事業

ア 様々な学びを支援する事業

イ 居場所の提供・相談支援を行う事業

ウ 衣食住など生活の支援を行う事業

エ 児童又はその保護者の就労を支援する事業

オ 児童養護施設等の退所者等や里親・特別養子縁組に関する支援事業

カ 新たな社会課題や支援ニーズに対応した事業（若年妊婦支援、ヤングケアラー支援、

若者支援など）

キ その他、貧困の連鎖の解消につながる事業や、こどもの貧困の背景に存在する様々

な社会的要因の解消にも資する事業

【 支援対象期間 令和7年4月1日～令和8年3月31日 】
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６．審査の視点について ①

事 業 Ａ

（１）計画性
➢応募された事業の目標が目的に沿って明確に設定

されており、当該目標を実現するための事業計画・
資金計画が適正かつ合理的であること

（２）連携とその効果
➢地域における多様な関係者と連携し、応募された事

業の社会的意義を高めるとともに支援対象者が抱え
る複雑で様々な課題を解決するための工夫があるこ
と

（３）戦略的な広報
➢応募された事業の実施・効果に関して、知らせたい

対象者に確実に情報提供するための手段やツール
があること

（４）継続性
➢応募された事業終了後の事業展開の見通しについ

て、今後の団体活動の発展が期待できる一定の計
画があること

事 業 Ｂ

（１）計画性
➢応募された事業の目的を実現するための事業計画・

資金計画が適正かつ合理的であること

（２）連携
➢地域における多様な関係者と連携し、応募された事

業を円滑に実施する意図があること

（３）広報
➢応募された事業の実施・効果に関する広報の工夫

があること

（４）継続性
➢応募された事業終了後の事業展開の見通しについ

て、今後の団体活動の発展が期待できる一定の計
画があること
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６．審査の視点について ②

事 業 Ａ

◆ NPO法人等の多くは、財政的に厳しい運営
状態にあり、行政や民間企業等の連携や支
援を追加で必要としていることや、本基金を通
じて「1.事業の目的」に掲げる、「草の根で支
援活動を行うNPO法人等に支援金の交付を
行うことで運営基盤の強化・掘り起こしを行
う」ことも踏まえて、今般の支援の必要性を考
慮します。

◆ 過去に未来応援ネットワーク事業の支援を受
けている法人等については、当該事業の成果
や、それを踏まえて今回実施する事業にどう生
かしているか等も審査の参考といたします。
なお、事業審査委員会での審査のもと、支援実
績３回未満の団体を優先的に採択いたします
ので、ご留意の上、応募いただきますようお願い
します。

事 業 Ｂ

◆ NPO法人等の多くは、財政的に厳しい運営
状態にあり、行政や民間企業等の連携や支
援を追加で必要としていることや、本基金を通
じて「1.事業の目的」に掲げる、「草の根で支
援活動を行うNPO法人等に支援金の交付を
行うことで運営基盤の強化・掘り起こしを行
う」こと、「単年度の事業費が少額の団体に対
する支援の強化」に資することも踏まえて、小
規模での活動を行う団体を主眼に、立ち上げ支
援などにより一層の支援を実施します。

◆ 事業Ａの視点に加えて、「応募期限」の日にお
いて、設立年月日より満５年以内の団体は、
立ち上げ支援として優遇する審査を行いますの
で、ご留意の上、応募いただきますようお願いし
ます。
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７．支援対象経費について

支援事業を実施するために真に必要な経費
➢ 費目は募集要領「別紙」に記載の各費目を参考にご記入ください。

① 支援事業の実施期間外に発生した経費
≪支援事業の実施期間≫  令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

② 不動産取得費、団体の運営経費（役員報酬、団体事務所の家賃等）及び証拠書類が確
認できない経費

③ 支援事業の経費として明確に区分できない経費

④ 連携する他の団体に対する分配金

⑤ 国又は地方公共団体及び民間の助成機関から補助・助成を受ける事業と同一事業かつ同
一費目の経費

また、異なる費目のみを対象とした応募であっても、主たる費目について他の助成等を受ける場合や、
応募事業に対する他の助成等の総額が支援金額を上回る場合には、支援金の対象外となります。

（注）対象経費であっても、その妥当性・必要性の判断から支援の対象とならない場合があります。

対象とならない経費



募集要領「 (別紙)
支援対象経費の例」を
必ずご確認ください。
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客観的に必要と認められるものが対象
13
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８．応募方法について

応 募 方 法

STEP ①
※ 募集要領・応募書類（要望書）の記載例、Ｑ＆Ａを必ずご確認ください。

≪機構HPから応募書類（要望書）をダウンロードし、作成≫

≪応募フォームから応募書類を送信≫
STEP ②

⚫ 機構で応募書類（要望書）を受信後、フォームに登録されたメールアドレスに受信確認メールを自動
送信します（フリーメールの場合、自動送信が遅れる可能性があります）。受信確認メールが届かな
い場合は、機構NPOリソースセンターへご確認ください。

⚫ 締め切り間際はアクセスが集中しますので、時間に余裕を持ってご応募ください。

⚫ 選定結果に関するお問い合わせにはお答えできませんので、あらかじめご了承ください。

• 応募フォームに必要事項を入力してください。

• ステップ➀で作成した要望書（Excelファイル）を添付の上、
送信ボタンを押して登録することで完了となります。

※ フォーム送信は原則一度のみとしてください。

提出期限

令和6年9月17日
PM3:00まで

16
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９．応募書類（要望書）の記入について

➢記載例をご参照のうえ、各項目を必ず記入してください。

【団体概要】
➢ 団体の基本情報・実績など

【事業概要】
➢ どのような目的のために、何をしたいのか簡潔明瞭に

【必要性】
➢ 事業の必要性とこどもの貧困等の状況を踏まえて事業を実施する

ことにより実現したいこと

【事業計画】
➢ どのように行うのか具体的に経費との関連

【連 携】
➢ 事業をより効果あるものにするために他団体とどんな分担で取り組むか

【広 報】
➢ 支援対象者、協力者双方への発信

【継 続】
➢ 事業継続のための資金調達・人材確保策

【経 費】
➢ 事業実施に必要なものを具体的に計上
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１０．支援金額調書の記入について

総事業費 － 収入合計 ＝ 支援金額

✓ できる限り、「支援金額調書」の科目にそって記入してください。どうしても当ては
まらないという場合は、「上記以外の対象経費」に記入してください。

✓ 内訳欄には、具体的な内容および「単価×数量」を記入してください。事業内
容と経費の関連性を明確にしてください。

※ ただし、収入合計 ≧ 対象外経費 としてください。

以下のようなことがないか、今一度ご確認ください！
・支援金額が上限金額を上回っている
・支援金額が0円
・内訳の合計金額と科目の金額が不一致

≪上限金額≫

【事業Ａ】
⇒ 100万円超300万円以下

【事業Ｂ】
⇒ 100万円以下



【注意事項】

① 採択された団体については、緊急時の連絡として団体役員の連絡先一覧を提出していただきます。

② 支援事業の会計は、他の会計と確実に区分する必要があります。そのため、支援金専用口座の開設、
帳簿の作成（機構指定のエクセル形式）により会計管理をしてください。また、支援対象経費にかかる
証拠書類（帳簿類、領収書、振込書等）は支援事業完了後７年間の保管義務があります。

③ 支援事業の広報等で使用するチラシ、ポスター、パンフレット、看板、垂れ幕などの制作物、ホームページ
等その他の広報媒体、成果を取りまとめた報告書の成果物には、「こどもの未来応援基金」から支援を
受けている旨の表示を必ず明記していただきます。

④ 支援事業において研修会、講習会、シンポジウム、展覧会、スポーツ大会などを実施される場合には、支
援事業の成果や改善点の確認のため、当該事業に参加された方々（利用者）へのアンケート調査を
実施していただきます。

⑤ 支援事業終了後、令和8年4月末までに、機構所定様式による事業完了報告書、支援事業の経費に
かかる領収書（写）、自己評価書の提出が必要になります。

⑥ 支援事業終了後、支援事業にかかる評価を行うほか、ヒアリングやアンケート調査を実施する場合があ
りますので、ご協力をお願いします。
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１１．支援に際しての注意事項・留意事項について ①



【留意事項】

① この支援金は「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」及び同施行令が準用されるほか、機構が定める
規程等が適用されます。なお、不正な手段により支援金の交付を受けた場合、又は他の用途へ使用した場合は、刑事
罰が課せられることがあります。

② 支援事業として採択された際には、機構が定めた支援金に関する規程等を遵守していただきます。応募書類に虚偽の
内容が含まれることが発覚した場合や、規程等に反する行為があった場合、支援金の返還請求等を行うことがあります。
また、不正・規程等の抵触により支援の決定を取り消した場合、取り消した部分に加算金を加えた金額を返還していた
だくとともに、決定を取り消した翌年度以降５年間は、支援の応募を受け付けません。

③ 採択後であっても、事業の主たる費目について他の助成等を受けることになった場合には、支援金を利用する資格を失
う場合があります。

④ 支援事業については、機構等の監査の対象になります。また、支援期間中に進捗確認調査等を行い、適切な事業実
施のための助言・指導を行います。

⑤ 機構が、推進事務局として受領した応募書類、事業の進行状況に関する報告、事業完了報告書及び事業評価の結
果等は、原則として同事務局内で共有されるとともに、審査選考のために委員会に開示される場合があるほか、「独立
行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」に基づき、情報公開の対象となります。また、推進事務局が未来応
援ネットワーク事業の実施に際して収集した個人情報等は、当該事業に関する事務手続きのほか、以下の業務の実
施に必要な範囲内で適正に利用いたします。

◆ 「こどもの未来応援国民運動」として実施するイベントのご案内等、同国民運動に関すること
◆ 郵送等による機構が提供するサービスのご案内
◆ 市場調査、データ分析及びアンケートの実施等によるサービスの研究及び開発
◆ 機構業務の中でのお客さまサービスの向上のため

※ 個人情報等については、漏洩防止に努めて適切に管理し、機構が定める期間経過後に焼却等により廃棄します。 20

１１．支援に際しての注意事項・留意事項について ②
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１２．未来応援ネットワーク事業にかかるＱ&A ①

◆ ご応募前にQ&Aをご確認ください。以下、「よくある質問」を一部抜粋してご案内いたします。

【Q】 申請事業はこどもを対象とした事業のみが対象ですか。

【A】 こどもを主たる対象とした事業であれば、対象者が保護者等に広がった事業でも対象となります。

≪対象となる事業≫

【Q】 調査研究事業は対象となりますか。

【A】 対象となります。

【Q】 参加者から利用料を取る事業は対象となりますか。

【A】 対象となります。ただし、利用料は参加者の状況に配慮した設定としてください。なお、支援金額は、総事
業費から利用料等支援事業にかかる収入を差し引いた額の範囲内となります。

【Q】 貧困の連鎖を予防するような啓発事業は対象となりますか。

【A】 こどもの貧困が関係していれば対象となります。

【Q】 対象や利用者に制限を設けている事業は支援の対象になりますか。

【A】 本基金の目的に沿って制限を設けている事業も支援の対象になります。
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１２．未来応援ネットワーク事業にかかるＱ&A ②

◆ ご応募前にQ&Aをご確認ください。以下、「よくある質問」を一部抜粋してご案内いたします。

【Q】 自治体からの委託事業や補助金を別に受けている事業を組み合わせて実施する事業は、支援の
対象になりますか。

【A】 補助金や助成金については、明確に対象費目の区分ができれば、原則として本支援金と他の助成金等を
組み合わせて同一事業を行うことは可能です。ただし、費目の区分が可能な事業であっても、委託事業や主たる
費目について他の助成金等を受ける場合には、支援金の交付の対象としません。

≪対象となる事業≫

【Q】 団体が以前から行っていた事業は対象となりますか。

【A】 対象となります。対象となります。ただし、事業Aの場合、令和6年度以前から実施する既存の事業につい
ては、拡充を含む事業が対象となります。

【Q】 事業Bでの応募を検討していますが、自己資金も投入し、6か月以上継続して事業を実施する
場合、事業の立ち上げに必要な備品購入費と最初の１か月分の消耗品費を支援金の対象事業とす
ることは可能ですか。

【A】 支援金を１か月分の経費に全額充当する場合であっても、６か月以上事業を継続する場合は対象事業
として認められます。なお、事業の実施期間が６か月未満の場合は、事業に必要な経費であっても全額対象外
となりますので、ご注意ください
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１２．未来応援ネットワーク事業にかかるＱ&A ③

◆ ご応募前にQ&Aをご確認ください。以下、「よくある質問」を一部抜粋してご案内いたします。

【Q】 備品・家賃・賃金等を他の事業と共用とするために購入等をした場合、計上は可能ですか。

【A】 使用時間や面積による按分など、根拠をもって応募事業と他の事業との金額を明確に切り分けることができ
れば、費用計上することは可能です。

≪経費の算定≫

【Q】 応募時と実際に事業を行う時点とで資金計画が変更となるのは問題ないですか。また、活動中
にニーズ等の変化があり、事業内容が変更となる場合、予算の修正は可能ですか。

【A】 要望書に記載された事業内容、または要望時に確認した積算に変更がある場合、必ず事前に福祉医療
機構の担当者に連絡・相談をしてください。変更内容に合理性が認められる場合には、変更を認めます。ただし、
決定額の増額は認められません。

【Q】 資金計画の計上の際の注意点があれば教えてください。

【A】 注意点について、２点回答いたします。
① これまでの活動実績や財務状況に応じた適正な規模での資金計画を立案してください。
② 支援期間終了後も事業を継続することを念頭に置き、事業継続に向けた内容を計画に含めることも検討

してください。特に、人件費、家賃等の計上が大きく、かつ事業終了後も経常的に発生する場合は、要望
書の「2-12（事業A）、2-10（事業B）.継続に関する計画」欄において、それらの経費を賄うために支
援期間中からどのようなことに取り組むのか、検討し記載する等、留意することが必要です。



たくさんのご応募をお待ちしています！

≪お問い合わせ先≫

こどもの未来応援国民運動推進事務局

独立行政法人福祉医療機構 NPOリソースセンター NPO支援課

・お問い合わせフォームをご利用の場合
https://www.int.wam.go.jp/wamhp/hp/info-tabid-640/info-
wamjosei01-tabid-2106/

・電話をご利用の場合 TEL 03-3438-4756
≪受付時間≫  月曜日～金曜日 AM9:00～PM5:00

ご不明な点がございましたら、お気軽にお問い合わせください。
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